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２ 職員の給与の状況   県職員の給与は，「職員の給与に関する条例」などの関係諸規程に基づいて，基本給としての給料と，扶養手当，住居手当，通勤手当などの諸手当が支給されています。  この給与は，県内民間給与の実態や物価，生計費などの調査結果に基づいて行われる県人事委員会の「職員の給与等に関する報告及び勧告」や国及び他の地方公共団体との均衡などを考慮しながら，県民の代表機関である県議会において慎重に審議され，決定されます。  県職員の給与及び定員管理などの実態は，次のとおりです。   
（１）総括（１）総括（１）総括（１）総括     ① 人件費の状況（普通会計決算） 平成 26 年度の決算（普通会計）における人件費の額は，約 2,915 億円で歳出総額に占める割合は32.0 パーセントとなっています。人件費には，職員に支払われた給与，退職した職員に対する退職手当，県議会議員・知事などの特別職に支払われた報酬などのほか，地方公務員共済組合負担金や地方公務員災害補償費などが含まれています。 なお，この人件費を目的別に見ると，教育関係 67.1 パーセント，警察関係 17.3 パーセント，一般行政関係 15.6 パーセントとなっています。教育関係の割合が高いのは，県立学校のほかに，市町立小・中学校職員の給与も県が負担しているからです。  区 分 住 民 基 本 台 帳 人 口 (27.1.1)  歳 出 額     Ａ 実 質 収 支  人 件 費     Ｂ  人件費率 （Ｂ／Ａ） (参考) 平成25年度 の人件費率 平成26年度 人 2,869,159 千円 909,885,208 千円 4,575,513 千円 291,493,739 ％ 32.0 ％ 31.3  
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歳 出 総 額 に 占 め る 人 件 費 の 割歳 出 総 額 に 占 め る 人 件 費 の 割歳 出 総 額 に 占 め る 人 件 費 の 割歳 出 総 額 に 占 め る 人 件 費 の 割 合合合合    

((((平成平成平成平成 26262626 年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算)))) 
    

       

        ② 職員給与費の状況（普通会計決算） 平成 26 年度決算（普通会計）における給料，職員手当（扶養手当，住居手当，通勤手当など）及び期末・勤勉手当の給与の総額は約 2,093億円で，職員１人当たりの額は約 716万円となっています。  区 分 職員数   Ａ 給 与 費 一人当たり 給与費   Ｂ/Ａ  （参考）都道府県平均一人当たり給与費 給 料 職員手当 期末・勤勉手当   計 Ｂ 平成26年度 人 29,241 千円 131,657,349 千円 26,829,100 千円 50,849,467 千円 209,335,916 千円 7,159 千円 7,123 （注）1 職員手当には退職手当を含まない。 2 職員数は平成 26年 4月 1 日現在の人数である。 3 給与費については，任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており，職員数には当該職員を含んでいない。  

歳出総額 9,098 億 8,521 万円 
部門別 

人件費 2,914 億 9,374 万円 32.0％  教育関係 1,956 億 5,851 万円 67.1％  警察関係 503 億 1,723 万円 17.3％  一般行政関係 455 億 1,800 万円 15.6％  

知事部局等 461 億 9,958 万円 15.8％  
警察本部 501 億 2,458 万円 17.2％  

目的別 
教育委員会 1,951 億 6,958 万円 67.0％  
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 ③ ラスパイレス指数の状況 

   （注）1 ラスパイレス指数とは，全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため，国の職員数（構成）を用いて，学歴や経験年数の差による影響を補正し，国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を 100 として計算した指数。  2 平成 24 年及び平成 25 年は，国家公務員の時限的な（2 年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置が無いとした場合の値である。  ④ 給与改定の状況 ア 月例給 区 分 人 事 委 員 会 の 勧 告 給与 改定率  （参考） 国の 改定率 民間給与    Ａ 職員給与    Ｂ 較差 Ａ－Ｂ 勧告 （改定率） 平成27年度 円 392,654 円 389,048 円 3,606 （0.93％） ％ 0.93 % 0.93  % 0.36   イ 特別給（期末・勤勉手当） 区 分 

人 事 委 員 会 の 勧 告 年間 支給月数  （参考） 国の年間 支給月数 民間の支給 割合  Ａ 

職員の支給 月数  Ｂ 

較差 Ａ－Ｂ 

勧告 （改定月数）平成27年度 月 4.21 月 4.10 月 0.11 月 0.10 月 4.20 月 4.20  
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 ⑤ 給与制度の総合的見直しの実施状況について 【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては，俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取り組むとされている。    ア 給料表の見直し （給料表の改定実施時期）平成 27 年４月１日 （内容）医療職給料表（一）を除く給料表について，国の見直し内容に準じて引下げ。給料表の改定に伴い，給料月額の下がる職員については，５年間（平成32 年３月 31 日まで）の経過措置（現給保障）を実施。  イ 地域手当の見直し （支給割合）  平成 26 年度 の支給割合  平成 27 年度の 支給割合 見直し後の 支給割合 (H32.4.1) 4 月 1 日時点 遡及 改定後 国基準による支給割合      広島市 10 10 10 10 府中町 3 4 4 6 廿日市市,海田町,坂町 3 3 3 3 三原市,東広島市 0 1 1 3 上記以外 0 0 0 0 広島県の支給割合      広島市,府中町 6 6 6.79 7.5 上記以外 3 3 3.79 4.5  （実施時期）  平成 27 年度の給与改定により，平成 27 年４月１日より見直しを実施。制度完成時まで段階的に支給割合を引き上げる。  ウ その他の見直し内容 単身赴任手当及び管理職特別勤務手当について，国と同様に見直しを実施。（平成 27 年４月１日実施） 
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（（（（２２２２））））職員の平均給与月額，初任給等の状況職員の平均給与月額，初任給等の状況職員の平均給与月額，初任給等の状況職員の平均給与月額，初任給等の状況     ① 職員の平均年齢，平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成 27 年 4 月 1 日現在） 職員の平均年齢，平均給料月額及び平均給与月額を比較すると，次のとおりです。  ア 一般行政職 区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

平均給与月額 （国比較ベース） 広島県 44.3歳 344,139円 423,627円 382,072円 国 43.5歳 334,283円 － 408,996円 都道府県平均 43.3歳 333,258円 419,584円 374,044円  イ 高等学校教育職  区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

平均給与月額 （国比較ベース） 広島県 45.8歳 381,471円 443,835円 415,075円 都道府県平均 44.8歳 381,390円 443,257円 －  ウ 小・中学校教育職 区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

平均給与月額 （国比較ベース） 広島県 44.1歳 364,162円 416,092円 397,707円 都道府県平均 43.3歳 366,907円 422,193円 －  エ 警察職 区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

平均給与月額 （国比較ベース） 広島県 38.5歳 319,142円 427,605円 351,714円 国 41.2歳 317,165円 － 369,393円 都道府県平均 38.6歳 321,121円 458,794円 366,870円    （注）1 「平均給料月額」とは，平成 27 年 4月 1 日現在における職種ごとの職員の基本給の平均である。なお，職種区分については，地方公務員給与実態調査要領によるものであり，一般行政職とは行政職給料表が適用される職員のうち，国における税務職俸給表の適用を受けるものに相当する職員（各県税事務所職員）などを除いたものである。（以下，他の公表項目についても同じ。） 2 「平均給与月額」とは，給料月額と毎月支払われる扶養手当，地域手当，住居手当，時間外勤務手当などの全ての諸手当の額を合計したものであり，地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。        また，「平均給与月額（国比較ベース）」は，比較のため，国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出している。 
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 ② 職員の初任給の状況（平成 27年 4 月 1 日現在） 県職員採用試験に合格し，採用された職員の初任給を国の初任給と比較すると次のとおりです。  区 分 広 島 県 国 一般行政職 

大 学 卒 180,800円 174,200円 高 校 卒 146,500円 142,100円 高 等 学 校 教 育 職 大 学 卒 201,900円 － 高 校 卒 157,100円 － 小・中学校 教 育 職 

大 学 卒 201,900円 － 高 校 卒 157,100円 － 警 察 職 

大 学 卒 199,500円 202,300円 高 校 卒 167,000円 163,800円     ③ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成 27年 4 月 1 日現在） 職員として採用され，引き続き勤務している職員の 10 年，20 年，25 年，30 年経過後の平均給料月額は，次のとおりです。  区  分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年 一般行政職 

大 学 卒 263,648円 358,092円 383,533円 410,518円 高 校 卒 220,360円 313,642円 360,449円 380,424円 高 等 学 校 教 育 職 大 学 卒 304,021円 391,096円 413,570円 429,989円 小・中学校 教 育 職 

大 学 卒 304,572円 385,328円 405,813円 420,344円 警 察 職 

大 学 卒 278,979円 387,078円 403,913円 417,752円 高 校 卒 250,651円 344,148円 384,466円 409,016円 
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（（（（３３３３））））一般行政職の級別職員数等の状況一般行政職の級別職員数等の状況一般行政職の級別職員数等の状況一般行政職の級別職員数等の状況     ① 一般行政職の級別職員数の状況（平成 27年 4 月 1 日現在） 職員は，その職種に応じて適用される給料表が異なり,それぞれの給料表において，その職務と  責任に応じて格付される級が決定されます。一般行政職員の多くに適用される行政職給料表の場合，それぞれの標準的な職務内容，職員数及びその構成比は次のとおりです。   

   （注）1 広島県の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 2 標準的な職務内容とは，それぞれの級に該当する代表的な職務である。  

  ② 昇給への勤務成績の反映状況 １ 勤務成績の評定の実施状況 地方公務員法第 40 条に基づき，毎年 3 月 31 日を基準日に勤務成績評定を実施している。 （詳細は「6 職員の研修及び勤務成績の評定の状況」を参照） ２ 昇給への勤務成績の反映状況 行政職給料表 7 級以上の適用を受ける職員については，定期昇給はなく，勤務成績評定の評価に基づき，職務の級毎に定めた 3 段階（｢極めて良好(Ａ)｣，｢特に良好(Ｂ)｣，｢良好(Ｃ)｣）の号給に決定している。 その他の職員については，勤務成績評定の評価に基づき 5 段階（｢極めて良好(Ａ)｣，｢特に良好(Ｂ)｣，｢良好(Ｃ)｣，｢やや良好でない(Ｄ)｣，｢良好でない(Ｅ)｣）の区分で昇給を決定している。  

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 1号給の 給料月額 最高号給の 給料月額 9級 局長 12人 0.2％ 457,200円 526,300円 8級 部長 61人 1.1％ 406,900円 467,400円 7級 課長 206人 3.7％ 361,300円 443,700円 6級 担当監,参事 598人 10.9％ 317,000円 409,000円 5級 主幹 1,275人 23.2％ 286,200円 391,800円 4級 主査 1,849人 33.6％ 259,900円 379,800円 3級 主任 759人 13.8％ 226,400円 348,800円 2級 主事 339人 6.2％ 190,200円 303,000円 1級 主事 402人 7.3％ 140,100円 246,100円 
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（４（４（４（４）職員の手当の状況）職員の手当の状況）職員の手当の状況）職員の手当の状況     ①  期末手当・勤勉手当 職員には，年間に給料などの 4.10 月分に相当する期末・勤勉手当（民間事業所で支払われる賞   与などの特別給に相当するもの）が支給されています。  広 島 県 国 １人当たり平均支給額（平成26年度） 1,584千円 

－ （平成26年度支給割合） （平成26年度支給割合） 期末手当 2.60月分 （1.45月分） 勤勉手当 1.50月分 （0.70月分） 

期末手当 2.60月分 （1.45月分） 勤勉手当 1.50月分 （0.70月分） （加算措置の状況） 職制上の段階，職務の級等による加算措置 ・役 職 加 算    5～20％ ・管理職加算   15～25％ 

（加算措置の状況） 職制上の段階，職務の級等による加算措置 ・役 職 加 算    5～20％ ・管理職加算   10～25％   （注）( )内は，再任用職員に係る支給割合である。   【参考】勤勉手当への勤務成績の反映状況 １ 勤務成績の評定の実施状況 対象期間（6 か月）の目標を設定し，その達成度について評価する目標申告・成果評価を実施している。 ２ 勤勉手当への勤務成績の反映状況 目標申告・成果評価の評価に基づき，管理職については， 5 段階（「特に優秀」，「優秀」，「良好」，｢達成度が劣る｣，「良好でない」），管理職以外の職員については，4 段階（「特に優秀」，「優秀」，「良好」，「良好でない」）の区分で成績率を決定している。      ②  退職手当（平成 27 年 4 月 1 日現在） 職員が退職した場合は，給料に退職事由及び勤続年数に応じた支給率を乗じるなどして得た額の退職手当が支給されます。 広 島 県 国 （支給率） 自己都合 応募認定退職・定年 （支給率） 自己都合 応募認定退職・定年 勤続20年 20.445月分 25.55625月分 勤続20年 20.445月分 25.55625月分 勤続25年 29.145月分 34.5825月分 勤続25年 29.145月分 34.5825月分 勤続35年 41.325月分 49.59月分 勤続35年 41.325月分 49.59月分 最高限度額 49.59月分 49.59月分 最高限度額 49.59月分 49.59月分 その他の加算措置 その他の加算措置  定年前早期退職特別措置 2％～45％加算  定年前早期退職特別措置 2％～45％加算  （退職時特別昇給 公務のための死亡又は著しい身体障害 8号）  1人当たり平均支給額   （自己都合） （応募認定退職・定年）   3,650千円 23,917千円    （注）退職手当の 1人当たり平均支給額は，平成 26年度に退職した職員に支給された平均額である。 
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 ③ 地域手当（平成 27 年 4 月 1 日現在） 地域手当は，当該地域における民間の賃金水準を基礎とし，当該地域における物価等を考慮して，次のとおり支給されています。 支給実績（平成26年度決算） 5,842,232千円 支給職員1人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 181,261円 支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度(支給率) 広島市 6 ％ 12,210 人 10 ％ 府中町 6 ％ 252 人 4 ％ 海田町 3 ％ 398 人 3 ％ 廿日市市 3 ％ 1,095 人 3 ％ 坂町 3 ％ 414 人 3 ％ 呉市 3 ％ 2,059 人 0 ％ 三原市 3 ％ 971 人 1 ％ 尾道市 3 ％ 1,314 人 0 ％ 福山市 3 ％ 4,284 人 0 ％ 東広島市 3 ％ 2,124 人 1 ％ 竹原市 3 ％ 300 人 0 ％ 府中市 3 ％ 373 人 0 ％ 三次市 3 ％ 882 人 0 ％ 庄原市 3 ％ 718 人 0 ％ 大竹市 3 ％ 254 人 0 ％ 安芸高田市 3 ％ 355 人 0 ％ 江田島市 3 ％ 198 人 0 ％ 熊野町 3 ％ 168 人 0 ％ 安芸太田町 3 ％ 218 人 0 ％ 北広島町 3 ％ 206 人 0 ％ 大崎上島町 3 ％ 59 人 0 ％ 世羅町 3 ％ 187 人 0 ％ 神石高原町 3 ％ 111 人 0 ％ 東京都（特別区） 18 ％ 33 人 18 ％ 東京都（府中市） 12 ％ 1 人 13 ％ 大阪府（大阪市） 15 ％ 4 人 15 ％ 宮城県（仙台市） 6 ％ 3 人 6 ％ 三重県（津市） 6 ％ 1 人 6 ％ （医師） 15 ％ 40 人 15 ％ 上記以外の市町 0 ％ ― 0 ％ 平均支給率 4.32 ％ ― 4.56 ％ 地域手当補正後ラスパイレス指数 （ラスパイレス指数） 98.8 （100.0） （注）1 「国の制度（支給率）」の欄の平均支給率は，支給対象職員に対し国の率で 支給したと仮定した場合の加重平均の支給率である。 2 地域手当補正後ラスパイレス指数とは，地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため，地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。  【補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出】 
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 ④ 特殊勤務手当（平成 27 年 4 月 1 日現在） 著しく危険，不快，不健康又は困難な勤務その他著しく特殊な勤務に従事する職員には,その勤務の特殊性に応じて特殊勤務手当が支給されています。  支給実績（平成26年度決算） 1,601,904千円  支給職員1人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 82,069円  職員全体に占める手当支給職員の割合（平成26年度） 61.7％  手当の種類（手当数） 39種類 手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 （26年度決算） 左記職員に対する 支給単価 税務職員の特殊勤務手当 県税賦課徴収事務従事職員 県税の賦課徴収に関する事務に従事したとき 49,358千円 常時従事者  15,300円/月 それ以外の従事者 550円/日 防疫等作業従事職員の特殊勤務手当 防疫等作業従事職員 感染症に係る作業又は家畜伝染病に係る作業に従事したとき 141千円 最高 760円/日 教育職員の特殊勤務手当 公立学校の教諭等 昼間制課程勤務本務者等が夜間制課程の勤務等に従事したとき 0千円 最高 1,110円/時間 種雄牛馬等取扱作業従事職員の特殊勤務手当 畜産技術センター等に勤務する職員 種雄牛馬豚の交配等に係る作業又は削蹄作業に従事したとき 11千円 230円/日 社会福祉業務等従事職員の特殊勤務手当 厚生環境事務所等に勤務する職員 福祉又は精神保健に関する業務に従事したとき 16,749千円 10,700円/月 警察職員の特殊勤務手当 警察職員 留置施設看守作業，捜査作業等に従事したとき 418,687千円 最高 4,600円/日 放射線取扱作業従事職員の特殊勤務手当 人事課に勤務する職員 放射線照射作業等に従事したとき 0千円 230円/日 等 精神保健福祉業務従事職員の特殊勤務手当 精神保健指定医である職員及び一般職員 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に基づき，診察，調査，指導等を行ったとき 112千円 290円/日 職業訓練事業従事職員の特殊勤務手当 職業能力開発校等に勤務する職業訓練指導員 職業訓練に従事したとき 16,943千円 給料月額の6％ 爆発物取扱作業従事職員の特殊勤務手当 火薬類の製造施設等の立入検査等に従事する職員 爆発物取扱作業に従事したとき 83千円  250円/日 5,200円/件 （爆発物の確認，運搬等） 高所作業従事職員の特殊勤務手当 高所作業従事職員 工事現場における高所で建設，改修工事の監督，検査に従事したとき 9千円 最高 320円/日 深所作業従事職員の特殊勤務手当 深所作業従事職員 河川等での工事において深所で工事の監督，検査に従事したとき 1千円 最高 220円/日 坑内作業従事職員の特殊勤務手当 坑内作業従事職員 トンネル掘り工事において，トンネル坑内で工事の監督，検査に従事したとき 19千円 最高 560円/日 特殊自動車運転業務従事職員の特殊勤務手当 特殊自動車を運転する業務に従事した職員 ブルドーザ等を道路の建設又は道路交通の維持等のために運転したとき 19千円 最高 260円/日 農業者研修教育業務従事職員の特殊勤務手当 農業技術大学校に勤務する職員 農業に関する実習指導業務に従事したとき 3,310千円 給料月額の6％ 
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 手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 （26年度決算） 左記職員に対する 支給単価 夜間定時制高等学校等勤務職員の特殊勤務手当 夜間定時制高等学校等勤務事務職員等 夜間定時制高等学校等を本務とする業務に従事したとき 1,239千円 4,300円/月 有害有毒物取扱作業従事職員の特殊勤務手当 試験研究機関等に勤務する職員 特定の毒物を使用して行う作業に従事したとき 239千円 最高 290円/日 衛生検査業務従事職員の特殊勤務手当 保健所等に勤務する職員 微生物学的検査，血清学的検査等に従事したとき 22千円 230円/日 家畜保健衛生業務従事職員の特殊勤務手当 家畜保健衛生所に勤務する獣医師 家畜の保健衛生上必要な試験・検査の業務等に従事したとき 9,918千円 18,000円/月 夜間特殊業務従事職員の特殊勤務手当 警察本部，警察署等に勤務する職員 交替制勤務等に従事する職員が警ら等に従事したとき 182,500千円 最高 1,100円/日 消防訓練業務従事職員の特殊勤務手当 消防学校に勤務する職員 教育訓練基準に定める教育訓練に従事したとき 0千円 720円/日 用地取得等折衝業務従事職員の特殊勤務手当 土木局等に勤務する職員 用地取得等のための折衝業務に従事したとき 2,357千円 650円/日 教員特殊業務従事職員の特殊勤務手当 公立学校の教諭等 児童・生徒の緊急の補導業務等に従事したとき 662,222千円 最高 6,400円/日 （特例 12,800円/日） 航空業務従事職員の特殊勤務手当 航空機操縦等従事職員 航空機の操縦，整備等の業務に従事したとき 航空機に搭乗して行う災害時における警戒等の業務に従事したとき 8,061千円 最高 5,100円/時間  最高 1,900円/時間   公害防止業務従事職員の特殊勤務手当 環境県民局等に勤務する職員 大気汚染防止法による事故現場における測定業務等に従事したとき 10千円 240円/日 漁業取締業務従事職員の特殊勤務手当 漁業取締業務従事職員 海上で違法の疑いのある船舶に対する漁具の検査等の業務に従事したとき 62千円 500円/日 道路上作業従事職員の特殊勤務手当 建設事務所に勤務する職員 交通を遮断することなく行う道路の維持修繕の作業等に従事したとき 0千円 最高 300円/日 異常気圧内作業従事職員の特殊勤務手当 圧搾空気内工事監督等従事職員 圧搾空気内で行う工事の監督又は検査に従事したとき 0千円 最高 1,000円/時間 広島学園勤務職員の特殊勤務手当 広島学園副園長，総務課職員 広島学園における業務に従事したとき 245千円 4,300円/月 特別支援学校勤務職員の特殊勤務手当 特別支援学校に勤務する事務職員等 特別支援学校における業務に従事したとき 4,077千円 4,300円/月 看護師等養成業務従事職員の特殊勤務手当 看護専門学校に勤務する職員 看護師等の養成指導に従事したとき 8,619千円 給料月額の8％ 温室内作業従事職員の特殊勤務手当 農業技術センター等に勤務する職員 ビニールハウス又はガラスハウス内で６～９月に作業に従事したとき 38千円 230円/日 畜産作業従事職員の特殊勤務手当 畜産技術センター等に勤務する職員 家畜の糞尿等を取り扱う作業に従事したとき 0千円 160円/日 
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 手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 （26年度決算） 左記職員に対する 支給単価 教育業務連絡指導担当職員の特殊勤務手当 公立学校で連絡調整，指導助言業務等を担当する主任等 教育に関する業務についての連絡調整及び指導助言の職務を担当し，その職務が困難であるとして人事委員会規則で定めるものが当該業務に従事したとき 172,422千円 200円/日 動物愛護センター勤務職員の特殊勤務手当 動物愛護センターに勤務する職員 動物愛護センターにおける業務に従事したとき 3,121千円 給料月額の3％又は 10％ 災害応急作業等従事職員の特殊勤務手当 災害応急作業等従事職員 災害発生のおそれがある堤防等での巡回監視等の業務に従事したとき 30,659千円 最高 1,680円/日 （特例 13,300円/日） 麻薬取締業務従事職員の特殊勤務手当 麻薬取締員 麻薬取締業務に従事したとき 5千円 550円/日 多学年学級担当手当 多学年学級を担当する職員 多学年学級を担当する職員が当該学級における授業，指導に従事したとき 7,469千円 最高 350円/日 夜間学級担当手当 夜間学級を置く中学校のうち本務として当該中学校の校長等の職にある者，夜間学級における教育に従事する教諭等 市町立の中学校で，夜間学級の業務に従事したとき 3,177千円 給料月額の4％又は6％ （注） 特殊勤務手当については，平成 11 年に大幅な見直しを行い，平成 12 年 4 月 1 日付けで自動車運転作業従事職員の特殊勤務手当など 7 手当を廃止，麻薬取締業務従事職員の特殊勤務手当など 2 手当を新設し，税務職員の特殊勤務手当など 16 手当の手当額を改定した。また，平成 14 年 4 月 1 日付けで洗濯作業従事職員の特殊勤務手当，平成 19 年 4 月 1 日付けでダム管理事務所職員の特殊勤務手当など 2 手当を廃止するなど改定した。  ⑤ 時間外勤務手当 正規の勤務時間以外に勤務した職員には，時間外勤務手当が支給されています。  支給実績（平成26年度決算） 4,892,977千円   職員1人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 424千円   支給実績（平成25年度決算） 4,345,780千円   職員1人当たり平均支給年額（平成25年度決算） 375千円     （注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は，「支給実績（平成 26 年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員，教育職員等，制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり，短時間勤務職員を含む。 
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 ⑥ その他の手当（平成 27 年 4 月 1 日現在） 支給要件に応じ，下記のとおり各種手当が支給されています。  手当名  内容及び支給単価 国の制度 との異同 国の制度と 異なる内容 支給実績 （平成26年度決算） 支給職員１人当たり平均支給年額 （平成26年度決算） 
扶養手当 

○扶養親族のある職員に支給。 
同じ ― 3,252,237千円 230,459円 ・配 偶 者 13,000 円  ・配偶者以外の扶養親族  6,500 円  ・配偶者のない職員の扶養親族のうち  １人 11,000 円  ・満 15 歳に達する日後の最初の 4 月1 日から満 22 歳に達する日以後の最初の3月31日までの子  5,000 円加算  

住居手当 
○月額 12,000 円を超える家賃を支払っている職員に支給。 (1)家賃 23,000 円以下の場合 家賃の月額－12,000 円 (2)家賃 23,000 円を超える場合 11,000円＋(家賃の月額－23,000円) ×1/2 (最高限度額 27,000 円) 同じ ― 1,726,307千円 268,310円 ○単身赴任手当を支給されている職員で，留守家族の月額 12,000 円を超える家賃を負担している者に支給。 ・上記により算出した額の 1/2 (最高 13,500 円) 同じ ― 

通勤手当 
○通勤のため，交通機関等を利用している職員又は自動車等を利用している職員に支給。 ・交通機関 78,000 円以下の場合 運賃相当額 78,000 円超の場合 78,000 円＋78,000 円を 超える額×1/2 ・交通用具 自動車 通勤距離に応じ 2,000 円～55,600 円 自転車等 通勤距離に応じ 2,000 円～13,000 円 

異なる 
国の制度 交通機関 55,000 円（55,000 円以下の場 合 は 運 賃 相 当額） 特別急行列車又は高速自動車国道などを利用した場合 特別料金×1/2 加算 (最高 20,000 円) 交通用具 通勤距離に応じ 2,000 円 ～24,500 円 

3,949,200千円 136,755円 
単身赴任手  当 ○人事異動によりやむを得ず単身赴任をする職員に支給。 ・基礎額        26,000 円 ・ 職員の住居と配偶者の住居との交通距離区分に応じ 6,000 円～58,000 円の加算 (最高 84,000 円) 同じ 

― 
120,685千円 302,469円 
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  手当名  内容及び支給単価 国の制度 との異同 国の制度と 異なる内容 支給実績 （平成26年度決算） 支給職員１人当たり平均支給年額 （平成26年度決算） 
初 任 給 調整手当 

○医学等に関する専門的知識を必要とし，かつ採用困難な職に採用される職員に支給。 ・ 医療職給料表（一）の適用を受ける職 最高支給月額：366,700 円 ・ 医学又は歯学に関する専門的知識を必要とする職 最高支給月額：50,300 円 ・ 獣医学に関する専門的知識を必要とする職 最高支給月額：10,000 円 ※採用後 35 年以内の期間，採用からの経過年数に応じて減額。 
異なる 

国の制度 獣医学に関する専門知識を必要とする職を対象職としていない 123,768千円 2,171,368円 

管 理 職 手  当 ○管理又は監督の地位にある職のうち，その特殊性に基づき指定された職にある者に対し，給料表別，職務の級別，区分別に応じ，定められた額を支給。 (例)   本庁の局長    130,000 円  本庁の部長    95,000 円  本庁の課長    70,000 円 異なる 
国の制度 俸給表別，職務の級別，俸給特別調整額の区分別に定められた額を支給 (例) 本省の課長 130,300円 本省の室長   94,000 円 府県単位機関の部長 77,400円 

1,544,858千円 646,114円 
特地勤務手  当 ○離島その他の生活の著しく不便な地に所在する公署に勤務する職員に支給。 ・ 給料月額と扶養手当の合計額に支給割合を乗じて得た額を支給。 ３級地 6％  ２級地 4％ １級地 2％ 特地勤務手当に準ずる手当 2％ 異なる 国の制度 ３級地  12％ ２級地   8％ １級地   4％ 特地勤務手当に 準ずる手当 6～2％ 4,121千円 76,315円 
へ き 地 手  当 ○交通条件，自然条件等に恵まれない地域の小中学校等（へき地学校等）に勤務する職員に支給。 ・ 給料及び扶養手当の合計額に支給割合を乗じて得た額を支給。 ５級地   12％ ４級地   10％  ３級地  8％ ２級地    6％  １級地   4％ へき地手当に準ずる手当  2％ ― ― 35,222千円 63,924円 
定 時 制 通信教育 手  当 ○定時制教育，通信教育の業務に従事する教員等に支給。 ・ 給料月額の 6％ （管理職手当受給職員は 4％） ― ― 68,295千円 253,885円 産業教育 手  当 ○農業・工業高校の実習を伴う農業又は工業に関する科目を主として担任する教員等に支給。 ・給料月額の 6％ （定時制通信教育手当受給職員は 4％） ― ― 85,535千円 247,928円 
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  手当名  内容及び支給単価 国の制度 との異同 国の制度と 異なる内容 支給実績 （平成26年度決算） 支給職員１人当たり平均支給年額 （平成26年度決算） 義務教育等 教 員 特別手当 ○小学校，中学校又は特別支援学校の小学部若しくは中学部に勤務す る教育職員に支給。 ・職務の級及び号給に応じて，月額 2,000 円～8,000 円 ― ― 1,265,034千円 63,426円 
宿 日 直 手    当 ○宿日直勤務をした職員に支給。 ・ 勤務 1回につき 4,200 円 ・ その他特殊な業務：7,200 円 ・恒常的な宿日直：月額 21,000 円 異なる 国の制度 ・勤務 1回につき 4,200 円 ・その他特殊な業務 5,100 円 ～7,200 円 ・恒常的な宿日直 月額 21,000 円 670,820千円 188,327円 
管理職員 特別勤務 手    当 ○管理職手当支給対象職員が平日深夜，休日等に臨時又は緊急等の必要によりやむを得ず勤務した時に支給。 ・職員区分，勤務日，勤務時間に応じ      2,000 円～18,000 円/回 異なる 国の制度 職員区分，勤務日，勤務時間に応じ 3,000 円 ～18,000 円／回 26,354千円 88,734円 
夜間勤務手  当 ○正規の勤務時間として午後 10 時から翌日の午前５時までの間に勤務した職員に支給。 ・勤務 1時間当たりの給与額 ×25％×時間数 同じ ― 448,995千円 105,646円 休日勤務手  当 ○休日等において，正規の勤務時間中に勤務することを命ぜられた職員に支給。 ・ 勤務 1時間当たりの給与額 ×135％×時間数 同じ ― 1,166,824千円 201,454円 
寒 冷 地 手  当 ○寒冷積雪の度合いの厳しい地域に在勤し，かつ居住する職員に支給。 ・世帯主である職員 扶養親族のある職員 17,800 円 その他の世帯主である職員 10,200 円 ・その他職員      7,360 円 異なる 国の制度 指定地域に係る居住要件なし 2,263千円 68,576円 
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（５（５（５（５））））特別職の報酬等の状況（平成特別職の報酬等の状況（平成特別職の報酬等の状況（平成特別職の報酬等の状況（平成 27272727 年年年年 4444 月月月月 1111 日現在）日現在）日現在）日現在）    知事，副知事，県議会議員には給料，報酬，期末手当，退職手当及び地域手当が次のとおり支給されています。 区  分 給 料 月 額 等 給 料 知 事 1,250,100円 (1,389,000円) 副 知 事 1,009,175円 (1,091,000円) 報 酬 議 長 1,029,525円 (1,113,000円) 副 議 長 915,800円 (  964,000円) 議 員 855,950円 (  901,000円) 期末手当 知 事 副 知 事 （平成26年度支給割合） 3.10月分 議 長 副 議 長 議 員 （平成26年度支給割合） 3.10月分 退職手当  （算定方式） （1期の手当額） （支給時期） 知 事 給料月額1,389千円×在職月数×0.553 36,869,616円 任期毎 副 知 事 給料月額1,091千円×在職月数×0.399 20,894,832円 任期毎 地域手当 知 事 副 知 事 一般職の職員の例により支給される額に百分の五十を乗じた額 (注) 1 給料及び報酬の（ ）内は，減額措置を行う前の金額である。 2 退職手当の「1期の手当額」は，4月 1日現在の給料月額及び支給率に基づき，1期 （4年＝48 月）勤めた場合における退職手当の見込額である。 
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（６（６（６（６）公営企業職員の状況）公営企業職員の状況）公営企業職員の状況）公営企業職員の状況     ① 広島県工業用水道事業 ア 職員給与費の状況 決算    平成 26年度の決算における職員給与費の額は，約２億 9,900 万円で，総費用に占める割合   は 12.4 パーセントとなっています。職員給与費には，職員に支払われた給料や手当，退職し   た職員に対する退職手当などのほか，地方公務員共済組合負担金や地方公務員災害補償費など   が含まれています。 区分  総費用 Ａ 実質収支  職員給与費 Ｂ 総費用に占める 職員給与費比率 Ｂ／Ａ （参考） 平成 25年度の総費用に 占める職員給与費比率 平成26年度  千円 2,408,260 千円 931,185 千円 298,980 ％ 12.4 ％ 13.9 （注） 資本勘定支弁職員に係る職員給与費 46,727 千円を含まない。  区 分 職員数   Ａ 給 与 費 一人当たり 給与費   Ｂ/Ａ  （参考）都道府県平均一人当たり給与額 給 料 職員手当 期末・勤勉手当   計 Ｂ 平成26年度 人 43  千円 167,119  千円 40,447  千円 78,581  千円 286,147  千円 6,655 千円 6,648 （注）1 職員手当には退職手当を含まない。 2 職員数は平成 27年 3月 31 日現在の人数である。  イ 職員の平均年齢，基本給及び平均月収額の状況（平成 26 年 4 月 1 日現在） 区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 広 島 県        45.8 歳 353,463 円 421,519 円 （585,508 円） 都道府県平均 45.4 歳 361,236 円 （552,664 円） （注）1 基本給とは，職員の給料，扶養手当及び地域手当の合算額の平均である。 2 平均月収額には，時間外勤務手当，通勤手当等の諸手当を含むものであり， （ ）内の金額は，期末・勤勉手当を含むものである。  ウ 職員の手当の状況 （ア）期末手当・勤勉手当 広 島 県 都道府県平均 １人当たり平均支給額（平成26年度） 1,827千円 １人当たり平均支給額（平成26年度） 1,559千円 （平成26年度支給割合） 期末手当 2.60月分 （1.45月分） 勤勉手当 1.50月分 （0.70月分） （加算措置の状況） 職制上の段階，職務の級等による加算措置 ・役 職 加 算    5～20％ ・管理職加算     15％    （注）( )内は，再任用職員に係る支給割合である。 
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 （イ）退職手当（平成 27年 4月 1 日現在） 広 島 県 都道府県平均 （支給率） 自己都合 応募認定退職・定年 １人当たり平均支給額（平成26年度） 11,481千円 勤続20年 20.445月分 25.55625月分 勤続25年 29.145月分 34.5825月分 勤続35年 41.325月分 49.59月分 最高限度額 49.59月分 49.59月分 その他の加算措置  定年前早期退職特別措置 2％～45％加算  （退職時特別昇給 公務のための死亡又は著しい身体障害 8号） 1人当たり平均支給額 25,689千円  （自己都合） 0千円  （応募認定退職・定年） 25,689千円 （注）退職手当の 1人当たり平均支給額は，平成 24～26 年度に退職した広島県工業用水道事業，広島県土地造成事業及び広島県水道用水供給事業の職員に支給された平均額である。  （ウ）地域手当（平成 27年 4月 1 日現在） 支給実績（平成26年度決算） 9,079千円 支給職員1人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 211,141円 支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度 (支給率) 広島市 6 ％ 31 人 6 ％ 三原市 3 ％ 12 人 3 ％ （注）「支給実績」及び「支給職員 1 人当たり平均支給年額」は，平成 26 年度における地域手当の額。  （エ）特殊勤務手当（平成 27年 4月 1日現在）  支給実績（平成26年度決算） 22千円  支給職員1人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 1,600円  職員全体に占める手当支給職員の割合（平成26年度） 32.6％  手当の種類（手当数） 12種類 手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 （26年度決算） 左記職員に対する 支給単価 高所作業手当 水道事務所に勤務する職員 地上又は水面上 10 メートル以上の足場の不安定な箇所で作業に従事したもの 0 千円 最高 320 円/日 深所作業手当 水道事務所に勤務する職員 水面下４メートル以上の深所又は地下４メートル以上のマンホール内において作業に従事したもの 4 千円 最高 220 円/日 坑内作業手当 水道事務所に勤務する職員 トンネルの坑内において作業に従事したもの 3 千円 最高 560 円/日 塩素処理作業手当 水道事務所に勤務する職員 塩素注入装置の修繕若しくは分解の作業，塩素ボンベの取替作業又は塩素漏れの処理作業に従事したもの 0 千円  290 円/日 高圧電気作業手当 水道事務所に勤務する職員 高圧配電盤の高圧電磁接触器の整備作業又は戸坂取水場における 11 万ボルト受電所内の照明用水銀灯の取替作業に従事したもの 0 千円 230 円/日 
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 手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 （26年度決算） 左記職員に対する 支給単価 除塵作業手当 水道事務所に勤務する職員 洪水等による増水のため，足場の不安定な箇所において取水口スクリーンの除塵作業に従事したもの 0 千円 230 円/日 鋼管内塗装検査手当 工業用水道事業又は水道用水供給事業に従事する職員 水道布設工事現場で，塗付されたシンナー性の塗料から発生するガスにより身体に危険を生じるおそれがある鋼管内において監督又は検査に従事したもの 0 千円 290 円/日 充排水作業手当 工業用水道事業又は水道用水供給事業に従事する職員 交通をしゃ断することなく道路上で行う管路の充水作業又は排水作業に従事したもの 12 千円 最高 300 円/日 有害有毒物取扱作業手当 水質管理センターに勤務する職員 毒物，劇物及び特定毒物を使用して行う検査業務に従事したもの 0 千円 290 円/日 用地取得等折衝業務手当 用地取得等業務に従事した職員 土地及び物件の取得，権利の取得及び消滅並びにこれらに伴う損失補償のための折衝業務又は工事の施行に伴う損失補償のための折衝業務で，現地で行うものに従事したもの 3 千円 650 円/日 異常気圧内作業手当 水道事務所に勤務する職員 異常気圧内で監督又は検査に従事したもの 0 千円 最高 1,000 円/時間 
災害応急作業等手当 災害発生時の応急作業等に従事した職員 

河川の堤防等のうち豪雨等異常な自然現象により重大な災害が発生し，若しくは発生するおそれがある堤防等において行う巡回監視又は応急作業等  道路のうち豪雨等異常な自然現象により重大な災害が発生し，若しくは発生するおそれがあるため道路法の規定に基づき通行が禁止されている区間内の道路若しくはその周辺において行う巡回監視又は応急作業等  その他企業局長が上記業務に相当すると認める業務 
0 千円 巡回監視 480 円/日 （日没～日出 50/100加算）  応急作業 730 円/日 （日没～日出 50/100加算）  

 （オ）時間外勤務手当  支給実績（平成26年度決算） 12,958千円  職員1人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 324千円  支給実績（平成25年度決算） 12,827千円  職員1人当たり平均支給年額（平成25年度決算） 329千円    （注）１ 時間外勤務手当には，休日勤務手当を含む。 ２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は，「支給実績（平成 26 年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員，教育職員等，制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり，短期間勤務職員を含む。 
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 （カ）その他の手当（平成 27年 4月 1日現在）  手当名  内容及び支給単価 一般行政 職の制度 との異同 一般行政職 の制度と異なる内容 支給実績 （平成26年度決算） 支給職員１人当たり平均支給年額 （平成26年度決算） 
扶養手当 

○扶養親族のある職員に支給 
同じ ― 6,189千円 238,038円 ・配 偶 者 13,000 円  ・配偶者以外の扶養親族  6,500 円  ・配偶者のない職員の扶養親族のうち  １人 11,000 円  ・満 15 歳に達する日後の最初の 4 月1 日から満 22 歳に達する日以後の最初の3月31日までの子  5,000 円加算  

住居手当 
○月額 12,000 円を超える家賃を支払っている職員に支給。 (1)家賃 23,000 円以下の場合 家賃の月額－12,000 円 (2)家賃 23,000 円を超える場合 11,000円＋(家賃の月額－23,000円) ×1/2 (最高限度額 27,000 円) 同じ ― 1,278千円 319,500円 ○単身赴任手当を支給されている職員で，留守家族の月額 12,000 円を超える家賃を負担している者に支給。 ・上記により算出した額の 1/2 (最高 13,500 円) 同じ ― 

通勤手当 
○通勤のため，交通機関等を利用している職員又は自動車等を利用している職員に支給。 ・交通機関 78,000 円以下の場合 運賃相当額 78,000 円超の場合 78,000 円＋78,000 円を 超える額×1/2 ・交通用具 自動車 通勤距離に応じ 2,000 円～55,600 円 自転車等 通勤距離に応じ 2,000 円～13,000 円 

同じ ― 8,653千円 227,712円 
単身赴任手  当 ○人事異動によりやむを得ず単身赴任をする職員に支給。 ・基礎額        26,000 円 ・ 職員の住居と配偶者の住居との交通距離区分に応じ 6,000 円～58,000 円の加算 (最高 84,000 円) 同じ ― 0千円 0円 
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  手当名  内容及び支給単価 一般行政 職の制度 との異同 一般行政職 の制度と異なる内容 支給実績 （平成26年度決算） 支給職員１人当たり平均支給年額 （平成26年度決算） 
管 理 職 手  当 

○管理又は監督の地位にある職のうち，その特殊性に基づき指定された職にある者に対し，給料表別，職務の級別，区分別に応じ，定められた額を支給。 (例) 本庁の部長         95,000 円 本庁の課長         70,000 円 本庁の担当監       50,000 円 地方機関の所長              50,000 円～70,000 円 地方機関の次長     40,000 円  
同じ ― 2,220千円 740,000円 

管理職員 特別勤務 手    当 ○管理職手当支給対象職員が平日深夜，休日等に臨時又は緊急等の必要によりやむを得ず勤務した時に支給。 ・職員区分，勤務日，勤務時間に応じ      2,000 円～18,000 円/回 同じ ― 47千円 15,667円  ② 広島県土地造成事業 ア 職員給与費の状況   決算 平成 26 年度の決算における職員給与費の額は，約 9,000 万円で，総費用に占める割合は0.3 パーセントとなっています。職員給与費には，職員に支払われた給料や手当，退職した職員に対する退職手当などのほか，地方公務員共済組合負担金や地方公務員災害補償費などが含まれています。 区分  総費用 Ａ 実質収支  職員給与費 Ｂ 総費用に占める 職員給与費比率 Ｂ／Ａ （参考） 平成 25年度の総費用に 占める職員給与費比率 平成26年度  千円 27,510,305 千円 △24,361,379 千円 89,650 ％ 0.3 ％ 1.8 （注） 資本勘定支弁職員に係る職員は在職していない。  区 分 職員数   Ａ 給 与 費 一人当たり 給与費   Ｂ/Ａ  （参考）都道府県平均一人当たり給与額 給 料 職員手当 期末・勤勉手当   計 Ｂ 平成26年度 人 10  千円 43,106  千円 9,412  千円 21,010  千円 73,528  千円 7,353 千円 7,437 （注）1 職員手当には退職手当を含まない。 2 職員数は平成 27年 3月 31 日現在の人数である。  イ 職員の平均年齢，基本給及び平均月収額の状況（平成 26 年 4 月 1 日現在） 区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 広 島 県        48.6 歳 390,838 円 462,502 円 （652,789 円） 都道府県平均 45.9 歳 393,317 円 （620,600 円） （注）1 基本給とは，職員の給料，扶養手当及び地域手当の合算額の平均である。 2 平均月収額には，時間外勤務手当，通勤手当等の諸手当を含むものであり， （ ）内の金額は，期末・勤勉手当を含むものである。 
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 ウ 職員の手当の状況 （ア）期末手当・勤勉手当 広 島 県 都道府県平均 １人当たり平均支給額（平成26年度） 2,101千円 １人当たり平均支給額（平成26年度） 1,903千円 （平成26年度支給割合） 期末手当 2.60月分 （1.45月分） 勤勉手当 1.50月分 （0.70月分） （加算措置の状況） 職制上の段階，職務の級等による加算措置 ・役 職 加 算    5～20％ ・管理職加算     15％    （注）( )内は，再任用職員に係る支給割合である。  （イ）退職手当（平成 27年 4月 1 日現在） 広 島 県 都道府県平均 （支給率） 自己都合 応募認定退職・定年 １人当たり平均支給額（平成26年度） 12,714千円 勤続20年 20.445月分 25.55625月分 勤続25年 29.145月分 34.5825月分 勤続35年 41.325月分 49.59月分 最高限度額 49.59月分 49.59月分 その他の加算措置  定年前早期退職特別措置 2％～45％加算  （退職時特別昇給 公務のための死亡又は著しい身体障害 8号） 1人当たり平均支給額 25,689千円  （自己都合） 0千円  （応募認定退職・定年） 25,689千円 （注）退職手当の 1人当たり平均支給額は，平成 24～26 年度に退職した広島県工業用水道事業，広島県土地造成事業及び広島県水道用水供給事業の職員に支給された平均額である。  （ウ）地域手当（平成 27年 4月 1 日現在） 支給実績（平成26年度決算） 2,702千円 支給職員1人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 270,222円 支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度 (支給率) 広島市 6 ％ 10 人 6 ％ （注）「支給実績」及び「支給職員 1 人当たり平均支給年額」は，平成 26 年度における地域手当の額。 
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 （エ）特殊勤務手当（平成 27年 4月 1日現在）  支給実績（平成26年度決算） 0千円  支給職員1人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 0円  職員全体に占める手当支給職員の割合（平成26年度） 0.0％  手当の種類（手当数） 2種類 手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 （26年度決算）左記職員に対する支給単価 用地取得等折衝業務手当 用地取得等業務に従事した職員 土地及び物件の取得，権利の取得及び消滅並びにこれらに伴う損失補償のための折衝業務又は工事の施行に伴う損失補償のための折衝業務で，現地で行うものに従事したもの 0 千円 650 円/日 
災害応急作業等手当 災害発生時の応急作業等に従事した職員 

河川の堤防等のうち豪雨等異常な自然現象により重大な災害が発生し，若しくは発生するおそれがある堤防等において行う巡回監視又は応急作業等  道路のうち豪雨等異常な自然現象により重大な災害が発生し，若しくは発生するおそれがあるため道路法の規定に基づき通行が禁止されている区間内の道路若しくはその周辺において行う巡回監視又は応急作業等  その他企業局長が上記業務に相当すると認める業務 
0 千円 巡回監視 480 円/日 （日没～日出 50/100加算）  応急作業 730 円/日 （日没～日出 50/100加算）  

 （オ）時間外勤務手当  支給実績（平成26年度決算） 1,797千円  職員1人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 200千円  支給実績（平成25年度決算） 2,741千円  職員1人当たり平均支給年額（平成25年度決算） 305千円    （注）１ 時間外勤務手当には，休日勤務手当を含む。 ２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は，「支給実績（平成 26 年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員，教育職員等，制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり，短期間勤務職員を含む。 
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 （カ）その他の手当（平成 27年 4月 1日現在）  手当名  内容及び支給単価 一般行政 職の制度 との異同 一般行政職 の制度と異なる内容 支給実績 （平成26年度決算） 支給職員１人当たり平均支給年額 （平成26年度決算） 
扶養手当 

○扶養親族のある職員に支給 
同じ ― 1,092千円 182,000円 ・配 偶 者 13,000 円  ・配偶者以外の扶養親族  6,500 円  ・配偶者のない職員の扶養親族のうち  １人 11,000 円  ・満 15 歳に達する日後の最初の 4 月1 日から満 22 歳に達する日以後の最初の3月31日までの子  5,000 円加算  

住居手当 
○月額 12,000 円を超える家賃を支払っている職員に支給。 (1)家賃 23,000 円以下の場合 家賃の月額－12,000 円 (2)家賃 23,000 円を超える場合 11,000円＋(家賃の月額－23,000円) ×1/2 (最高限度額 27,000 円) 同じ ― 942 千円 314,000 円 ○単身赴任手当を支給されている職員で，留守家族の月額 12,000 円を超える家賃を負担している者に支給。 ・上記により算出した額の 1/2 (最高 13,500 円) 同じ ― 

通勤手当 
○通勤のため，交通機関等を利用している職員又は自動車等を利用している職員に支給。 ・交通機関 78,000 円以下の場合 運賃相当額 78,000 円超の場合 78,000 円＋78,000 円を 超える額×1/2 ・交通用具 自動車 通勤距離に応じ 2,000 円～55,600 円 自転車等 通勤距離に応じ 2,000 円～13,000 円 

同じ ― 2,019 千円 201,873 円 
単身赴任手  当 ○人事異動によりやむを得ず単身赴任をする職員に支給。 ・基礎額        26,000 円 ・ 職員の住居と配偶者の住居との交通距離区分に応じ 6,000 円～58,000 円の加算 (最高 84,000 円) 同じ ― 0 千円 0 円 
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  手当名  内容及び支給単価 一般行政 職の制度 との異同 一般行政職 の制度と異なる内容 支給実績 （平成26年度決算） 支給職員１人当たり平均支給年額 （平成26年度決算） 管 理 職 手  当 ○管理又は監督の地位にある職のうち，その特殊性に基づき指定された職にある者に対し，給料表別，職務の級別，区分別に応じ，定められた額を支給。 (例) 本庁の部長         95,000 円 本庁の課長         70,000 円 同じ ― 840 千円 840,000 円 
管理職員 特別勤務 手    当 ○管理職手当支給対象職員が平日深夜，休日等に臨時又は緊急等の必要によりやむを得ず勤務した時に支給。 ・職員区分，勤務日，勤務時間に応じ      2,000 円～18,000 円/回 同じ ― 20千円 20,000円  ③ 広島県水道用水供給事業 ア 職員給与費の状況 決算 平成 26 年度の決算における職員給与費の額は，約 8 億 300 万円で，総費用に占める割合は7.9 パーセントとなっています。職員給与費には，職員に支払われた給料や手当，退職した職員に対する退職手当などのほか，地方公務員共済組合負担金や地方公務員災害補償費などが含まれています。 区分  総費用 Ａ 実質収支  職員給与費 Ｂ 総費用に占める 職員給与費比率 Ｂ／Ａ （参考） 平成 25年度の総費用に 占める職員給与費比率 平成26年度  千円 10,115,047 千円 2,744,431 千円 802,804 ％ 7.9 ％ 8.6 （注） 資本勘定支弁職員に係る職員給与費 119,743 千円を含まない。  区 分 職員数   Ａ 給 与 費 一人当たり 給与費   Ｂ/Ａ  （参考）都道府県平均一人当たり給与額 給 料 職員手当 期末・勤勉手当   計 Ｂ 平成26年度 人 79  千円 315,085  千円 79,992  千円 149,379  千円 544,456  千円 6,892 千円 7,024 （注）1 職員手当には退職手当を含まない。 2 職員数は平成 27年 3月 31 日現在の人数である。    イ 職員の平均年齢，基本給及び平均月収額の状況（平成 26 年 4 月 1 日現在） 区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 広 島 県        44.9 歳 366,775 円 421,596 円 （567,541 円） 都道府県平均 44.9 歳 373,439 円 （583,783 円） （注）1 基本給とは，職員の給料，扶養手当及び地域手当の合算額の平均である。 2 平均月収額には，時間外勤務手当，通勤手当等の諸手当を含むものであり， （ ）内の金額は，期末・勤勉手当を含むものである。 



- 29 -  

 ウ 職員の手当の状況 （ア）期末手当・勤勉手当 広 島 県 都道府県平均 １人当たり平均支給額（平成26年度） 1,891千円 １人当たり平均支給額（平成26年度） 1,607千円 （平成26年度支給割合） 期末手当 2.60月分 （1.45月分） 勤勉手当 1.50月分 （0.70月分） （加算措置の状況） 職制上の段階，職務の級等による加算措置 ・役 職 加 算    5～20％ ・管理職加算     15％    （注）( )内は，再任用職員に係る支給割合である。  （イ）退職手当（平成 27年 4月 1 日現在） 広 島 県 都道府県平均 （支給率） 自己都合 応募認定退職・定年 １人当たり平均支給額（平成26年度） 19,668千円 勤続20年 20.445月分 25.55625月分 勤続25年 29.145月分 34.5825月分 勤続35年 41.325月分 49.59月分 最高限度額 49.59月分 49.59月分 その他の加算措置  定年前早期退職特別措置 2％～45％加算  （退職時特別昇給 公務のための死亡又は著しい身体障害 8号） 1人当たり平均支給額 25,689千円  （自己都合） 0千円  （応募認定退職・定年） 25,689千円 （注）退職手当の 1人当たり平均支給額は，平成 24～26 年度に退職した広島県工業用水道事業，広島県土地造成事業及び広島県水道用水供給事業の職員に支給された平均額である。  （ウ）地域手当（平成 27年４月 1日現在） 支給実績（平成26年度決算） 18,327千円 支給職員1人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 231,992円 支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度 (支給率) 広島市 6 ％ 69 人 6 ％ 三原市，大竹市 3 ％ 10 人 3 ％ （注）「支給実績」及び「支給職員 1 人当たり平均支給年額」は，平成 26 年度における地域手当の額。 
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  （エ）特殊勤務手当（平成 27年 4月 1日現在）  支給実績（平成26年度決算） 28千円  支給職員1人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 1,487円  職員全体に占める手当支給職員の割合（平成26年度） 24.1％  手当の種類（手当数） 12種類 手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 （26年度決算） 左記職員に対する 支給単価 高所作業手当 水道事務所に勤務する職員 地上又は水面上 10 メートル以上の足場の不安定な箇所で作業に従事したもの 0 千円  最高 320 円/日 深所作業手当 水道事務所に勤務する職員 水面下４メートル以上の深所又は地下４メートル以上のマンホール内において作業に従事したもの 5 千円  最高 220 円/日 坑内作業手当 水道事務所に勤務する職員 トンネルの坑内において作業に従事したもの 4 千円  最高 560 円/日 塩素処理作業手当 水道事務所に勤務する職員 塩素注入装置の修繕若しくは分解の作業，塩素ボンベの取替作業又は塩素漏れの処理作業に従事したもの 0 千円 290 円/日 高圧電気作業手当 水道事務所に勤務する職員 高圧配電盤の高圧電磁接触器の整備作業又は戸坂取水場における 11 万ボルト受電所内の照明用水銀灯の取替作業に従事したもの 0 千円 230 円/日 除塵作業手当 水道事務所に勤務する職員 洪水等による増水のため，足場の不安定な箇所において取水口スクリーンの除塵作業に従事したもの 0 千円  230 円/日 鋼管内塗装検査手当 工業用水道事業又は水道用水供給事業に従事する職員 水道布設工事現場で，塗付されたシンナー性の塗料から発生するガスにより身体に危険を生じるおそれがある鋼管内において監督又は検査に従事したもの 0 千円  290 円/日 充排水作業手当 工業用水道事業又は水道用水供給事業に従事する職員 交通をしゃ断することなく道路上で行う管路の充水作業又は排水作業に従事したもの 14 千円 最高 300 円/日 有害有毒物取扱作業手当 水質管理センターに勤務する職員 毒物，劇物及び特定毒物を使用して行う検査業務に従事したもの 2 千円 290 円/日 用地取得等折衝業務手当 用地取得等業務に従事した職員 土地及び物件の取得，権利の取得及び消滅並びにこれらに伴う損失補償のための折衝業務又は工事の施行に伴う損失補償のための折衝業務で，現地で行うものに従事したもの 3 千円 650 円/日 異常気圧内作業手当 水道事務所に勤務する職員 異常気圧内で監督又は検査に従事したもの 0 千円 最高 1,000 円/時間 
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 手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 （26年度決算） 左記職員に対する 支給単価 
災害応急作業等手当 災害発生時の応急作業等に従事した職員 

河川の堤防等のうち豪雨等異常な自然現象により重大な災害が発生し，若しくは発生するおそれがある堤防等において行う巡回監視又は応急作業等 道路のうち豪雨等異常な自然現象により重大な災害が発生し，若しくは発生するおそれがあるため道路法の規定に基づき通行が禁止されている区間内の道路若しくはその周辺において行う巡回監視又は応急作業等 その他企業局長が上記業務に相当すると認める業務 
0 千円 巡回監視 480 円/日 （日没～日出 50/100加算）  応急作業 730 円/日 （日没～日出 50/100加算）  

 （オ）時間外勤務手当  支給実績（平成26年度決算） 22,895千円  職員1人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 322千円  支給実績（平成25年度決算） 20,980千円  職員1人当たり平均支給年額（平成25年度決算） 314千円    （注）１ 時間外勤務手当には，休日勤務手当を含む。 ２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は，「支給実績（平成 26 年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員，教育職員等，制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり，短期間勤務職員を含む。  （カ）その他の手当（平成 27年 4月 1日現在）  手当名  内容及び支給単価 一般行政 職の制度 との異同 一般行政職 の制度と異なる内容 支給実績 （平成26年度決算） 支給職員１人当たり平均支給年額 （平成26年度決算） 
扶養手当 

○扶養親族のある職員に支給 
同じ ― 14,291千円 280,206円 ・配 偶 者 13,000 円  ・配偶者以外の扶養親族  6,500 円  ・配偶者のない職員の扶養親族のうち  １人 11,000 円  ・満 15 歳に達する日後の最初の 4 月1 日から満 22 歳に達する日以後の最初の3月31日までの子  5,000 円加算  
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  手当名  内容及び支給単価 一般行政 職の制度 との異同 一般行政職 の制度と異なる内容 支給実績 （平成26年度決算） 支給職員１人当たり平均支給年額 （平成26年度決算） 
住居手当 

○月額 12,000 円を超える家賃を支払っている職員に支給。 (1)家賃 23,000 円以下の場合 家賃の月額－12,000 円 (2)家賃 23,000 円を超える場合 11,000円＋(家賃の月額－23,000円) ×1/2 (最高限度額 27,000 円) 同じ ― 3,019 千円 301,876 円 ○単身赴任手当を支給されている職員で，留守家族の月額 12,000 円を超える家賃を負担している者に支給。 ・上記により算出した額の 1/2 (最高 13,500 円) 同じ ― 
通勤手当 

○通勤のため，交通機関等を利用している職員又は自動車等を利用している職員に支給。 ・交通機関 78,000 円以下の場合 運賃相当額 78,000 円超の場合 78,000 円＋78,000 円を 超える額×1/2 ・交通用具 自動車 通勤距離に応じ 2,000 円～55,600 円 自転車等 通勤距離に応じ 2,000 円～13,000 円 
同じ ― 15,470 千円 221,002 円 

単身赴任手  当 ○人事異動によりやむを得ず単身赴任をする職員に支給。 ・基礎額        26,000 円 ・ 職員の住居と配偶者の住居との交通距離区分に応じ 6,000 円～58,000 円の加算 (最高 84,000 円) 同じ ― 276 千円 276,000 円 
管 理 職 手  当 

○管理又は監督の地位にある職のうち，その特殊性に基づき指定された職にある者に対し，給料表別，職務の級別，区分別に応じ，定められた額を支給。 (例) 本庁の部長         95,000 円 本庁の課長         70,000 円 本庁の担当監       50,000 円 地方機関の所長              50,000 円～70,000 円 地方機関の次長     40,000 円 
同じ ― 5,580 千円 697,500 円 

管理職員 特別勤務 手    当 ○管理職手当支給対象職員が平日深夜，休日等に臨時又は緊急等の必要によりやむを得ず勤務した時に支給。 ・職員区分，勤務日，勤務時間に応じ      2,000 円～18,000 円/回 同じ ― 106千円 26,500円  
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 ④ 広島県病院事業 ア 職員給与費の状況 決算    平成 26 年度の決算における職員給与費の額は，約 122 億 1,870 万円で，総費用に占める割合は 48.7 パーセントとなっています。職員給与費には，職員に支払われた給料や手当のほか，退職給付引当金及び賞与引当金への繰入額や地方公務員共済組合負担金，地方公務員災害補償費などが含まれています。 区分  総費用 Ａ 実質収支  職員給与費 Ｂ 総費用に占める 職員給与費比率 Ｂ／Ａ （参考） 平成 25年度の総費用に 占める職員給与費比率 平成26年度  千円 25,095,387 千円 1,347,523 千円 12,218,712 ％ 48.7 ％ 50.6 （注） 資本勘定支弁職員に係る職員は在職していない。   区 分 職員数   Ａ 給 与 費 一人当たり 給与費   Ｂ/Ａ  （参考）都道府県平均一人当たり給与費 給 料 職員手当 期末・勤勉手当   計 Ｂ 平成26年度      人 1,153     千円 4,571,637     千円 2,703,528     千円 1,819,793     千円 9,094,958     千円 7,888 千円 7,298 （注）1 職員手当には退職手当を含まない。 2 職員数は平成 27年 3月 31 日現在の人数である。    イ 職員の平均年齢，基本給及び平均月収額の状況（平成 26 年 4 月 1 日現在） 区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 広 島 県 （医 師） 42.5 歳 551,704 円 1,115,099 円 （1,319,186 円） 広 島 県 （看護師） 35.4 歳 307,118 円 391,466 円 （501,811 円） 広 島 県  （事 務） 41.3 歳 361,870 円 454,223 円 （589,293 円） 都道府県平均 （医 師） 44.7 歳 565,347 円 （1,398,756 円） 都道府県平均 （看護師） 38.3 歳 303,391 円 （479,750 円） 都道府県平均  （事 務） 43.8 歳 357,242 円 （563,244 円） （注）1 基本給とは，職員の給料，扶養手当及び地域手当の合算額の平均である。 2 平均月収額には，時間外勤務手当，通勤手当等の諸手当を含むものであり， （ ）内の金額は，期末・勤勉手当を含むものである。 
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 ウ 職員の手当の状況 （ア）期末手当・勤勉手当 広 島 県 都道府県平均 １人当たり平均支給額（平成26年度） 1,494千円 １人当たり平均支給額（平成26年度） 1,377千円 （平成26年度支給割合） 期末手当 2.60月分 （1.45月分） 勤勉手当 1.50月分 （0.70月分） （加算措置の状況） 職制上の段階，職務の級等による加算措置 ・役 職 加 算    5～20％ ・管理職加算   15～25％    （注）( )内は，再任用職員に係る支給割合である。  （イ）退職手当（平成 27年 4月 1 日現在） 広 島 県 都道府県平均 （支給率） 自己都合 応募認定退職・定年 １人当たり平均支給額（平成26年度） 6,174千円 勤続20年 20.445月分 25.55625月分 勤続25年 29.145月分 34.5825月分 勤続35年 41.325月分 49.59月分 最高限度額 49.59月分 49.59月分 その他の加算措置  定年前早期退職特別措置 2％～45％加算  （退職時特別昇給 公務のための死亡又は著しい身体障害 8号） 1人当たり平均支給額 5,252千円  （自己都合） 1,437千円  （応募認定退職・定年） 17,214千円   （注）退職手当の1人当たり平均支給額は，平成26年度に退職した職員に支給された平均額である。  （ウ）地域手当（平成 27年 4月 1 日現在） 支給実績（平成26年度決算） 367,864千円 支給職員1人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 305,028円 支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度 (支給率) 広島市,府中町 6 ％ 981 人 6 ％ その他県内市町 3 ％ 103 人 3 ％ 医師 15 ％ 199 人 15 ％ （注）「支給実績」及び「支給職員 1 人当たり平均支給年額」は，平成 26 年度における地域手当の額である。 
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 （エ）特殊勤務手当（平成 27年 4月 1日現在）  支給実績（平成26年度決算） 176,315千円  支給職員1人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 232,605円  職員全体に占める手当支給職員の割合（平成26年度） 60.2％  手当の種類（手当数） 9種類 手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 （26年度決算） 左記職員に対する 支給単価 防疫等作業従事職員の特殊勤務手当 県立病院に勤務する職員 感染症に係る作業に従事したとき － 290 円/日 放射線取扱作業従事職員の特殊勤務手当 県立病院に勤務する職員 放射線照射作業等に従事したとき 2,538 千円 230 円/日等 夜間看護業務等従事職員の特殊勤務手当 県立病院に勤務する職員 深夜において，看護業務や救急患者対処のため手術等の業務に従事したとき 158,209 千円 最高 4,440 円/回 衛生検査業務従事職員の特殊勤務手当 県立病院に勤務する職員 微生物学的検査，血清学的検査に従事したとき － 230 円/日 精神病患者診療業務等従事職員の特殊勤務手当 県立広島病院に勤務する医師等 精神病患者の診療等に従事したとき 1,583 千円 230 円/日 救急医療業務従事職員の特殊勤務手当 県立病院に勤務する医師 宿直又は日直の医師が救命救急医療業務等に従事したとき 260 千円 日直 10,000 円/日 6,975 千円 宿直 15,000 円/日 分べん業務従事職員の特殊勤務手当 県立広島病院産科,婦人科,生殖医療科及び新生児科に勤務する医師 産科等の医師が管理者の定める時間帯に分べん介助の業務に従事したとき 4,730 千円 10,000 円/件 診療応援業務従事職員の特殊勤務手当 県立病院に勤務する医師又は歯科医師 管理者の定める医療機関等において勤務を命じられ診療応援の業務に従事したとき 1,940 千円 宿日直 10,000 円/回 （5 時間未満 5,000 円回/）80 千円 その他 20,000 円/回 （3 時間未満 10,000 円/回）災害応急作業等従事職員の特殊勤務手当 県立病院に勤務する職員 警戒区域等において又は当該区域内を通行して行う医療，救援,被害状況調査及び物資の輸送業務等に従事したとき － 480 円/日  （オ）時間外勤務手当  支給実績（平成26年度決算） 1,215,301千円  職員1人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 976千円  支給実績（平成25年度決算） 952,688千円  職員1人当たり平均支給年額（平成25年度決算） 794千円    （注）１ 時間外勤務手当には，休日勤務手当を含む。       ２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は，「支給実績（平成 26 年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員，教育職員等，制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり，短期間勤務職員を含む。 
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 （カ）その他の手当（平成 27年 4月 1日現在）  手当名  内容及び支給単価 一般行政 職の制度 との異同 一般行政職 の制度と異なる内容 支給実績 （平成26年度決算） 支給職員１人当たり平均支給年額 （平成26年度決算） 
初 任 給 調整手当 

○医学等に関する専門的知識を必要とし，かつ採用困難な職に採用される職員に支給。 ・ 医療職給料表（一）の適用を受ける職 最高支給月額：366,700 円 ・ 医学又は歯学に関する専門的知識を必要とする職 最高支給月額：50,300 円 ※採用後 35 年以内の期間，採用からの経過年数に応じて減額。 
同じ ― 521,037 千円 2,771,469 円 

扶養手当 
○扶養親族のある職員に支給 

同じ ― 84,504千円 229,629円 ・配 偶 者 13,000 円  ・配偶者以外の扶養親族  6,500 円  ・配偶者のない職員の扶養親族のうち  １人 11,000 円  ・満 15 歳に達する日後の最初の 4 月1 日から満 22 歳に達する日以後の最初の3月31日までの子  5,000 円加算  
住居手当 

○月額 12,000 円を超える家賃を支払っている職員に支給。 (1)家賃 23,000 円以下の場合 家賃の月額－12,000 円 (2)家賃 23,000 円を超える場合 11,000円＋(家賃の月額－23,000円) ×1/2 (最高限度額 27,000 円) 同じ ― 136,666 千円 311,312 円 ○単身赴任手当を支給されている職員で，留守家族の月額 12,000 円を超える家賃を負担している者に支給。 ・上記により算出した額の 1/2 (最高 13,500 円) 同じ ― 
通勤手当 

○通勤のため，交通機関等を利用している職員又は自動車等を利用している職員に支給。 ・交通機関 78,000 円以下の場合 運賃相当額 78,000 円超の場合 78,000 円＋78,000 円を 超える額×1/2 ・交通用具 自動車 通勤距離に応じ 2,000 円～55,600 円 自転車等 通勤距離に応じ 2,000 円～13,000 円 
同じ ― 76,737 千円 142,634 円 
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  手当名  内容及び支給単価 一般行政 職の制度 との異同 一般行政職 の制度と異なる内容 支給実績 （平成26年度決算） 支給職員１人当たり平均支給年額 （平成26年度決算） 単身赴任手  当 ○人事異動によりやむを得ず単身赴任をする職員に支給。 ・基礎額        26,000 円 ・ 職員の住居と配偶者の住居との交通距離区分に応じ 6,000 円～58,000 円の加算 (最高 84,000 円) 同じ ― 276 千円 276,000 円 
宿 日 直 手  当 ○宿日直勤務をした職員に支給。 ・ 入院患者の急変等に対処する医師又は歯科医師：20,000 円 ・ 入院患者の管理等のための勤務：7,200 円 ・ 上記以外の勤務：4,200 円 同じ ― 110,849千円 400,176円 
管 理 職 手  当 

○管理又は監督の地位にある職のうち，その特殊性に基づき指定された職にある者に対し，給料表別，職務の級別，区分別に応じ，定められた額を支給。 (例)  本庁の部長    95,000 円  本庁の課長    70,000 円  県立広島病院の事務局長 95,000 円 同じ ― 13,920 千円 1,070,769 円 
管理職員 特別勤務 手    当 ○管理職手当支給対象職員が平日深夜，休日等に臨時又は緊急等の必要によりやむを得ず勤務した時に支給。 ・職員区分，勤務日，勤務時間に応じ      2,000 円～18,000 円/回 同じ ― 66千円 13,200円  


